
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

項目 H26末

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針

施策展開

成果目標の達成状況

・農業協同組合及び農業共済組合に対して検査及び指導を実施する。
・長期にわたり事業活動を停止している専門農業協同組合（休眠組合）の解散手続を行う。
・農業協同組合の検査について公認会計士を活用する。

（指摘事項等） （対応）

28予算案

H29
目標

26年度 27年度 28要求

8.00

66,064

1,632

1,609 1,743 0

（予算案）

農業団体共済等指導費 直接 常例検査、指導、休眠組合の解散手続き

合計

H27 H28

公認会計士による検査強化 直接 農協に対する常例検査に公認会計士を活用 783 787

（当初）

826 956

事業番号 09 01 05 事業改善シート （28年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 農業団体共済等指導費 担
当
課

部局 農政部

課・局・室 農業政策課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail nosei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-3　夢に挑戦する農業

目指す姿

現状
（予算編成

時）

農業協同組合法等の規定に基づき、県において農協等の業務又は会計が法令等に基づき執行され、事業の健全な運営の確保が図
られているかについて、合法性、合目的性及び合理性の観点から検査や指導を行うこととされている。
不祥事件が依然として後を絶たない中、検査機能の一層の充実強化が必要であり、粉飾決算等の防止の観点からも会計の専門家で
ある公認会計士を活用した深度ある検査が求められている。

県が関与
する理由

農業協同組合等の業務及び会計の状況について、検査により的確に把握するとともに必要な指導を実施し、もって組合の正常な事業
運営を促進し、農業の健全な発達に資する。

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

農業協同組合法第64条の2、第94条、第94条の2、第98条の5
農業災害補償法第142条の3、第142条の5、第145条の3

　2　　自信と誇りを持てる信州農産物の生産 実施期間 S44 ～

県民との協働による実施： 実施は困難

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28実施内容
（要求）

0 0 0 0

予
算
額

前年度繰越

合計（A) 1,609 1,743 0

補正予算

目標 成果 達成状況

H27末
（見込）

H28

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

1,743

1,632

Aの
財源

1,632 1,609

当初予算 1,632 1,609 1,743

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 67,696 67,673 67,807 0

66,064 66,064 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円）

概　算
人件費

8.00 8.00

mailto:nosei@pref.nagano.lg.jp

